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図 3 政治的関心と政治的会話が政治的知識に及ぼす効果のシミュレーション 

 

そのような政治的知識の格差を縮小させる役割を果たしているためである。従って、政治的知識の格

差の縮小という側面からもみても、政治的会話が果たす役割は極めて重要である。 

また、本研究で得られた知見を敷衍すれば、政治的会話を通じて低関心有権者層が政治的知識を獲

得することで、間接的に彼らの投票参加が促進されることが十分に考えられる。例えば Downs（1957）

は、政治に関する情報をより多く保有する有権者ほど、投票に参加する可能性が高まると指摘してい

る。同様に Delli Carpini & Ketter（1996）も、政治的知識量が投票参加にポジティブな効果をもたらす

効果を明らかにしている。従って、今日の投票率の低下による民主主義のパフォーマンスの低迷の歯

止めにも、政治的会話は間接的に寄与する可能性が十分に考えられる。 

本研究の意義は、これまで十分に検討されてこなかった、政治について話す行為そのものについて

焦点を当てたことにある。近年、数多くの研究において、マスメディアが人々の政治意識や行動に及

ぼすポジティブな効果が注目されている（e.g., Baum & Jamison, 2006）。しかし、そのような研究はマ

スメディアと政治との関連性にのみ焦点を当てることで、私たちが普段行なっている政治に関する会

話の効果を見落としてきた。たとえ政治的会話の変数が使われていたとしても、政治情報源としての

メディアの効果を析出するためのコントロール変数(Gibson, Lusoli, & Ward, 2005)か、政治参加の代替

指標（Scheufele, 1999）として用いられているだけで、政治について話す行為そのものに対してほとん

ど関心は集まっていないのが現状である。しかし、本研究が実証的に政治的会話のポジティブな効果

を明らかにしたように、有権者の政治的知識、その帰結としての投票参加を捉える際には、マスメデ

ィアだけでなく、政治的会話の効果もまた考慮する必要があるだろう。 

今後の研究では、Ikeda & Boase（2011）が直接的に政治的な話題を話すことに注目する必要性があ

ると強調していることからも、政治について話す動機や、政治的会話を抑制すると考えられる抵抗感

を検討することで、政治的会話を活性化させる要因を明らかにする必要がある。同様に、政治的会話

と政治的知識との関連においても、会話相手の政治的知識量を考慮に入れた分析を行う必要がある。 

最後に、本研究の方法論的限界について述べる。まず、政治的知識を測定する項目の妥当性の問題

が挙げられる。本研究で利用した JGSS-2003 のデータでは、8 項目の政治的争点に対する DK 回答数

を利用することで、有権者の政治的知識量を代替している。そのため、政治的知識量を測定する項目

の妥当性が低いことが考えられる。従って、今後は直接的に政治的知識を測定することで、引きつづ
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き政治的会話が政治的知識に及ぼす効果を検証する必要がある。加えて、Delli Carpini & Ketter（1996）

によれば、政治的知識に含まれる範囲には「統治の仕組み」「政党政治の動向」「政治的リーダー」の

3 つの側面に分類できることから、政治的会話がどのような種類の政治的知識をもたらすのかという

検討も、今後の研究において非常に重要な課題である。 

また、本研究の最大の問題点として因果関係の問題が考えられる。本研究で得られた結果はこれま

での先行研究において矛盾しない結果であったが、政治的知識が高いほど政治的会話を行うという逆

の代替仮説を排除できるわけではないという点に関しては留保が必要である(7)。よって、今後はパネ

ル調査を用いて、より頑健に本研究が想定している因果関係の推論を行うことが望まれる。 

 

[Acknowledgement] 

日本版 General Social Surveys(JGSS)は、大阪商業大学比較地域研究所が、文部科学省から学術フロン

ティア推進拠点としての指定を受けて（1999-2003 年度）、東京大学社会科学研究所と共同で実施して

いる研究プロジェクトである（研究代表：谷岡一郎・仁田道夫、代表幹事：佐藤博樹・岩井紀子、事

務局長：大澤美苗）。東京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報センターSSJ データアーカイブが

データの作成と配布を行っている。 

 

[注] 

（1）この他に政治的知識の代替変数として教育程度（Sniderman, Richard, & Philip, 1991）や政治的関

心（境家, 2006）が用いられてきた。その一方で、両者の変数は政治的知識の主たる独立変数で

もあるため、本研究は DK 回答数を累計したものを逆転させた指標を政治的知識として用いた。 

（2）本研究で用いた政治的知識の操作化に関して、JGSS データを用いて同様の手続きを行った研究

に白川（2009）が挙げられる。また JGSS 以外のデータにおいては、山田（2006）が政治的な争

点の重要性を評価する設問の DK 回答を利用して、政治的知識の代替変数としている。 

（3）年齢が政治的知識にネガティブな効果をもたらしている理由として、本研究が政治的知識の指標

として政治的争点に関する知識を扱っているためと考えられる。森川・遠藤（2005）が指摘して

いるように、比較的短期的に変動しやすい各政治的争点に関する知識に対しては、加齢が及ぼす

ネガティブな効果がより顕現化しやすい可能性が考えられる。実際に、年齢と政治的知識量との

関連を検討するために、10 歳ごとに年齢をカテゴリー分けして、20 歳台から 80 歳台にあたるカ

テゴリーごとの政治的知識量を検討した。その結果、20 歳台を頂点に 60 歳台までは政治的知識

量の平均値が 6.35 から 6.0 の範囲で緩やかに減少しているが、70 歳台から急激に政治的知識量が

減少していることが明らかとなった（70 歳台：M＝5.32、80 歳：M＝3.63）。この結果は、年代別

の政治的知識量の推移を検討した森川・遠藤（2005）の知見とも類似している。 

（4）学歴の影響が確認できなかった理由として、本研究が政治的知識の指標として政治的争点に関す

る知識を中心に扱っているためと考えられる。従って政治的争点に関する知識だけでなく、公民

教育などを通じて獲得されるような日本の政治制度に関する知識（市民的知識; civic knowledge）

や、主要な政治家に関する知識を指標に組み込むことが今後必要である。 

（5）なお、本研究ではサンプルを男女別で分けて同様の重回帰分析を行い、男女ともに政治的関心と

政治的会話の交互作用が有意で、かつネガティブな効果を持つことを併せて確認している。 

（6）Jaccard & Turrisi（2003）に従い、政治的会話の値の−1SD から+1SD 分までを変動させた。 

（7）実際に、政治的知識が政治的会話を促進するという、本研究が想定する仮説とは逆の仮説を分析

した結果、政治的知識は政治的会話に有意な影響を及ぼしていなかった（b＝.014, n.s.）。 
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